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研究成果の概要（和文）：　政府は、国の構造改革政策の一環として、学校制度基準を次々に規制緩和してきたが、こ
れにより公教育のナショナルミニマムが低下したり、教育の機会均等原理が動揺したりすることが懸念されている。
　公教育は地方公共団体の自治事務とされ、国が規制緩和した学校制度基準にもとづいて公教育制度を具体化する主体
は地方公共団体であるため、公教育の水準を維持し、教育の機会均等は地方公共団体の教育行政によって担保されるこ
ととなる。その際、地方公共団体に自律的自己規制力は、教育の住民自治、教育行政への住民参加、教育専門職の政策
立案過程への参加によって担保される。

研究成果の概要（英文）：The government, as part of the structural reform policies of the country, has 
deregulated the school system standard. Lowered the national minimum of public education, disrupt the 
equal opportunity of education.
Public education is the autonomy affairs of the local government. So, it is a local government that 
embody the public education system based on the school system criteria that country has been 
deregulation. And the educational administration organization of local governments has the responsibility 
to maintain the level of public education and ensure the equal opportunity of education. Autonomous 
self-regulating force in local governments is secured by the residents autonomy of education, community 
participation in education administration, participation in the policy-making process of the education 
profession.
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１．研究開始当初の背景 
 国の規制緩和政策により、公教育の水準維
持や教育の機会均等確保が危ぶまれる状況
が生まれている。その焦点は、公教育を直接
担う地方公共団体の帰趨にかかっているこ
とから、地方公共団体において教育を受ける
権利の保障に徹する教育行政の成立条件を
解明することが課題として認識された。 
 
２．研究の目的 
 国の学校制度基準の緩和・撤廃とそれが公
教育制度に及ぼすインパクトを多面的に検
討し、公教育制度における規制改革の問題点
を明らかにする。また、国の規制緩和・撤廃
が進められるなかにあっても、なお公教育の
水準を維持するためには、地方公共団体自身
の自律的自己規制力を確保または回復させ
ることが課題であることから、その成立条件
の解明を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 地方公共団体が担う教育行政の中から、次
の事項を取り上げて、国の規制改革がそれら
にいかなる影響をおよぼしているか、また教
育のナショナル・ミニマム確保をめぐって地
方公共団体内部でいかなる力学が作用して
いるかを検討した。 
・ 就学援助制度 
・ 子どもの貧困の削減に関する子育て・
教育条件整備 
・ 教育振興基本計画の策定と実施 
・ 市民社会内部で公教育を支えるボラン
タリーな活動の成立 
・ 教科書採択 
 また、教育の規制改革を進めるために首長
主導型教育行政への転換が図られているこ
とに着目し、大阪府・市における教育行政制
度改革の展開過程及び地方教育行政の組織
及び運営に関する法律改正の論点と背景の
分析を通して、地方教育行政制度改革と教育
のナショナル・ミニマム引き下げ及び教育の
機会均等の劣化とが密接な関係性にあるこ
とを分析した。 
 
４．研究成果 
①2005 年就学奨励援助法改正以後における
地方公共団体における就学援助制度の劣化
及び 2012 年の生活保護引き下げの就学援助
制度への影響の分析を通して、就学援助制度
は地方公共団体の自治事務に分類されるも
のの、同制度に係る国からの財政援助が同制
度の内実に対する規定力を有していること
を明らかにした。 
②比較的充実した就学援助が実施されてい
る地域では、住民及び学校事務職員が、教育
委員会による就学援助関係事務の実施状況
を監視し、またはそれを補完する活動を自律
的に展開することにより、同制度の質が向上
しているものがあることから、地方公共団体
における教育のナショナル・ミニマム確保に

とって、住民運動及び自治体職員の運動が決
定的に重要な役割を有する可能性があるこ
とを指摘した。 
③戦後教育改革初期における就学援助制度
と生活保護制度(教育扶助)の成立過程を、占
領文書・国会議事録・文部省資料などを用い
て実証的に明らかにし、それらの成立時にお
いて、またその後も、総合的な貧困対策の構
想が確立されなかったことを明らかにした。
現行の義務教育無償制と就学援助制度との
関連について教育法的視点から分析し、その
成果を教育法学会の刊行物にまとめた。 
④沖縄県八重山地区における教科書採択を
めぐる行政機関間の紛争を分析対象として、
教育自治原理に基づく地方教育行政の成立
条件を分析するとともに、地方公共団体にお
ける教科書採択に対する国の政治的・行政的
介入の展開過程を時系列的に整理し、当該事
件においては地方分権改革後の国−地方関係
において新しいタイプの不当な支配が展開
されたことを明らかにした。 
⑤大阪府・市における首長主導型教育介入や
教育行政制度改革の展開過程の分析と、2014
年における地方教育行政の組織及び運営に
関する法律の改正問題に着目して、地方教育
行政改革の背景には、公教育の規制改革の地
方公共団体における推進体制を首長主導で
構築しようとする狙いがあることを晃何し
た。多くの論者は首長主導型教育行政制度へ
の転換の背景には、首長による政治的見解や
価値観の一方的押し付けという狙いがある
と指摘しているところ、それらはむしろ副産
物ととれるべきもので、同改革によってもた
らされる問題の焦点は、国の規制改革に照応
する公教育の構造改革の推進体制が首長中
心に構築されることにあることを示した。 
⑥国の教育政策の力点が、大企業の国際競争
力強化を目標とするイノベーティブな研究
開発とそれを担う人材育成に置かれ、教育振
興基本計画や学力向上政策を通じて、地方教
育行政及びその管理する公立学校の教育課
程もそれに追随する傾向が強まっている。こ
のため、学校教育の目標がいわゆるグローバ
ル人材育成にシフトし、地域の産業経済や社
会諸活動を担う人材の育成が学校教育目標
から脱落する傾向が見られ、これが地方公共
団体における教育水準及び平等な教育機会
の確保という政策目標設定の阻害要因にな
っていること明らかにした。他方、地域の産
業経済に必要な人材の育成を自覚的に追求
しようとする地方公共団体の例を少ないも
のの、高等学校における学校づくりの取り組
みに地域が連動することにより、学校を地域
が支えつつ、学校教育を地域から遊離させな
い取り組みが行われていることを紹介した。 
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